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ふるさと「とす」応援寄附金事業業務に係る公募型プロポーザル実施要領 

 

１．業務等概要  

⑴ 目   的   

本プロポーザルは、ふるさと「とす」応援寄附金事業業務を委託するにあたり、広く企

画提案を募集し、最も適切な者を当該業務の優先交渉権者として選定することを目的と

する。 

⑵ 業 務 等 名  ふるさと「とす」応援寄附金事業業務 

⑶ 業務等内容   

ふるさと「とす」応援寄附金事業業務委託仕様書（以下「仕様書」という。）のとおり。

ただし、契約時における仕様書は、優先交渉権者として選定された事業者の企画提案内

容に応じて、仕様を変更することがある。 

⑷ 履行予定期間 

  契約締結日の翌日から令和１２年３月３１日まで  

 ※契約締結日から令和９年３月３１日までは引継ぎ等準備期間とし、この期間に発生する

一切の費用を本市は負担しない。 

⑸ 委託料 

  基本委託料率及び成果加算率の合計 5.0％（消費税及び地方消費税を含まない）を上限

とする。 

 なお、基本委託料率及び成果加算率の詳細については、仕様書を参照すること。 

※謝礼品の調達経費や謝礼品の配送経費及び受領証明書・ワンストップ特例申請書・お礼

状送付に係る郵送代を含まない。 

※上記以外に本市に負担が生じる経費があれば提出書類に追記すること。 

（参考）・寄附受付実績 

令和５年度実績 寄附件数 29,728件 寄附金額 547,220,400 円 

令和６年度実績 寄附件数 13,610件 寄附金額 255,634,100 円 

令和７年度実績 寄附件数 17,697件 寄附金額 372,625,700 円 

・令和７年度のポータルサイト別の寄附額実績のシェア（上位５サイト） 

 楽天ふるさと納税：約 33％、さとふる：約 21％、ふるさとチョイス：約 15％、 

 ふるなび：約 17％、JALふるさと納税：約 5％ 

※さとふる及びふるさとチョイスはパートナーサイトを含む 

 

２．担当部署（提出・問合せ先）  

   〒８４１－８５１１ 

鳥栖市宿町１１１８番地 

鳥栖市経済部商工観光課  （担当：商工観光労政係 佐藤、上田）  

電話番号 0942-85-3605 

ＦＡＸ番号 0942-83-3095  

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ furusato-tosu@city.tosu.lg.jp 
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３．参加資格  

本プロポーザルに参加できる者（提案者となろうとする者）は、次に掲げる事項を満たす者で

なければならない。  

⑴ 鳥栖市に委託業務等において鳥栖市競争入札有資格者名簿に登載されている業者であるこ

と。 

⑵ 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４第１項の規定に該当しないこと。 

⑶ 参加申込書提出時において、鳥栖市競争入札参加資格者停止等の措置要領による指名停止

措置を受けていないこと。 

⑷ 電子交換所による取引停止処分、主要取引先からの取引停止等の事実があり、経営状態が著

しく不健全であると認められる者でないこと。 

⑸ 会社法（平成 17 年法律第 86 号）に基づく清算の開始、破産法（平成 16 年法律第 75 号）

に基づく破産開始の申立て、会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始

の申立て又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立てがなさ

れていないこと。  

⑹ 暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条に規定する

暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと、又は法人であってその役員が暴力団員で

あるものでないこと。 

 

４．参加申込書等の作成及び提出 

 ⑴ 提出書類・必要部数 

     原本１部、副本８部（②～⑨） 

・複数企業による共同提案の場合は、代表者がとりまとめて提出すること。 

・副本については、提案者名が分からないようにマスキング処理等を実施すること。 

① 参加申込書兼誓約書（様式第１号） 

② 会社概要（任意様式） 

③ 業務実績調書（様式第２号） 

④ 財務諸表類（写し可）直近２か年分の決算報告書、損益計算書、貸借対照表 

⑤ 提案書（様式第３号）※押印不要 

⑥ 実施体制調書（様式第４号） 

⑦ 工程表（任意様式） 

⑧ 提案内容に関する書類（任意様式） 

⑨ 見積書（様式第５号） 

⑩ その他市長が必要であると認める書類 

※複数企業による共同提案の場合は、参加申込書兼誓約書（様式第１号）については申請者

欄について共同提案者全員の連名で記載・押印し、関係書類については各社の情報を個別

に作成したうえで提出しなければならない。なお、共同提案者全員が「３．参加資格」の

要件を満たすこと。 

⑵ 提案書作成方法  

   提案書及び提案書の添付書類（以下「提案書類」という。）の文字サイズは 12ポイント

以上とする。⑦は令和９年４月１日の業務開始に向けた工程（準備期間）が分かるものを
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作成すること。また、⑧の用紙サイズはＡ４判・横向き、20ページ以内（表紙及び目次を

含む。）、両面印刷とし、ページ番号を付すこと。なお、図・表などはＡ３版折込も可とす

る。仕様書及び審査項目に基づき、文章及び図形等により専門的知識を要しないわかりや

すい表現で簡潔かつ明瞭に記載すること。 

   提案書類は、別紙「評価項目及び評価基準（プレゼン等による審査）」に定める評価項目

の順序及び内容に対応した構成とすること。各評価項目について、評価基準を踏まえた具

体的な提案を記載すること。 

   なお、以下の事項については、必ず提案内容に含めること。 

① 年度ごとの目標寄附額と目標達成のための取組スケジュール 

    ② 謝礼品の発注・配送管理について、特に、本市の主要な謝礼品である飲料の安定的

かつ効率的な配送を実現するための具体的な配送スキーム及び謝礼品の品質や内

容等を踏まえた適正な調達価格を確保するための、調達先との価格交渉等を含む具

体的な取組 

    ③ ふるさと納税制度の見直し等に伴う謝礼品提供事業者への働きかけ（付加価値に

関する証明の提出に係る対応等）について、これまでの取組実績等を踏まえた具体

的な取組内容及び本市における実施方法 

    ④ 寄附額だけでない取組の成果（地域事業者への波及効果、地域産品の認知度向上

等）を生み出すため、ふるさと納税を通じた地域活性化につながる具体的な取組に

ついて、これまでの取組実績及び成果を踏まえた本市における展開方法、期待され

る効果及び成果を把握するための指標 

  ⑶ 提出期限等  

① 提出期限：令和８年１１月１３日（金）午後５時まで（必着）  

② 提出場所：「２．担当部署」に同じ  

③ 提出方法：持参又は郵送  

  ・持参の場合は午前８時３０分から午後５時まで（閉庁日を除く） 

・郵送の場合は、受取日時及び配達されたことが証明できる方法で行うこと。  

⑷ 実施要領に関する質問 

     ・本実施要領について質問がある場合は、電子メールにて質問書（様式第８号）を期限

までに提出すること。※送信後に必ず電話確認を行うこと。 

件名：ふるさと「とす」応援寄附金事業業務委託 

   ① 提出期限：令和８年１０月１５日（木）午後５時まで 

   ② 提 出 先：「２．担当部署」に同じ 

③ 回答方法：提出された質問に対する回答は、令和８年１０月２３日（金）を目途に本市 

       ホームページに掲載する。ただし、質問の内容が事業者選定の公平性を保て

ないと本市が判断する場合は回答しない。 

 

５．審査方法  

  審査は、ふるさと「とす」応援寄附金事業業務プロポーザル選定委員会（以下「委員会」とい

う。）において、提案内容を審査し、最も優れている提案を優先交渉権者として選定する。 
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⑴ 書類審査 

提出された提案書類を下記「６．審査項目及び配点」で示す審査基準に基づいて審査し、

高い評価を得た提案者を選考する。ただし、提案者が少数である場合は、書類審査を省

略できるものとする。 

実施日：令和８年１１月１８日（水）予定  

⑵ プレゼンテーション及びヒアリング（以下「プレゼン等」という。）による審査 

提出された提案書類を下記「６．審査項目及び配点」で示す審査基準に基づいてプレゼ

ンによる審査を行い、最も優れている提案を優先交渉権者として選定する。  

実施日：令和８年１１月２６日（木）予定  

    プレゼン等は３０分（説明２０分・質疑１０分）以内とする。 

 場 所：鳥栖市役所 

    日程、時間及び場所等の詳細は、プレゼン等の参加者すべてに別途通知する。 

※プレゼン等の順番は、提案書類の受付順とする。  

※説明者は３名までとし説明資料の追加は認めない（パワーポイント等を使って提案

する場合も提案書類に記載が無い内容は掲載しないこと）。 

※パワーポイント等を使って提案する場合は、電源、延長コード、プロジェクター、

スクリーン以外は、提案者で用意すること。（使用する場合は事前に連絡すること） 

 ⑶ 審査結果の通知  

① 書類審査 

審査結果は、提案者全員に審査結果通知書（様式第６－１号又は第７―２号）により

通知する。なお、選考された者のみ、プレゼン等を実施する旨を通知する。 

  通知日：令和８年１１月２０日（金）予定 

② プレゼン等による審査  

審査結果は、プレゼン等を実施した提案者全員に審査結果通知書（様式第６号、 

第７号又は第７―１号）により通知する。 

通知日：令和８年１２月７日（月）予定 

 

６．審査項目及び配点 

本プロポーザルは主に以下の審査基準に基づき審査する。  

 ⑴ 書類審査  

  別紙「評価項目及び評価基準（書類審査）」に基づき審査する 

 ⑵ プレゼン等による審査  

別紙「評価項目及び評価基準（プレゼン等による審査）」に基づき審査する 

※参加者が１者の場合においても、プレゼンテーション及びヒアリングを実施する。 

※評価点の同じ者が２者以上ある時は、「⑩見積」の評価点が最も高い者を優先交渉権者とし

て選定し、同点の場合は、選定委員による多数決で優先交渉権者を選定する。 

※選定委員の評価点の合計平均が 120点（６割）未満の場合は「該当なし」とする。 
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７．日程  

 項     目 内     容 

公募開始 令和８年１０月 １日（木） 

質問受付締切 令和８年１０月１５日（木）午後５時まで 

質問回答期限 令和８年１０月２３日（金） 

参加申込書及び提案書類受付締切 令和８年１１月１３日（金）午後５時まで 

書類審査 令和８年１１月１８日（水）【予定】 

書類審査結果通知 令和８年１１月２０日（金）【予定】 

審査（プレゼンテーション及びヒアリング） 令和８年１１月２６日（木）【予定】 

審査結果通知 令和８年１２月 ７日（月）【予定】 

契約締結 令和９年 １月 上旬   【予定】 

業務開始 令和９年 ４月 １日（木） 

 

８．失格事項  

本プロポーザルの提案者又は提出された提案書類が、次のいずれかに該当する場合は、その提

案を失格とする。  

⑴ 提案書類の提出方法、提出先、提出期限に適合しないもの  

⑵ 提案書類の作成形式及び記載上の留意事項に示された要件に適合しないもの  

⑶ 提案書類の提出期限後に見積書の訂正を行ったもの  

⑷ プレゼン等に出席しなかったもの  

⑸ 虚偽の申請を行い、提案資格を得たもの  

⑹ 見積書の基本委託料率及び成果加算率の合計が、5.0％を超過したもの  

⑺ 選定委員、関係職員等本プロポーザル関係者に対し、直接、間接を問わず、不正な働きか

けや審査の公平性を害する接触を行ったもの 

 

９．審査結果の公表 

次に掲げる事項を市のホームページ等に公表するものとする。 

 ⑴ 業務等の名称 

 ⑵ 主管課名及び履行期間 

 ⑶ 優先交渉権者の名称及び点数 

 ⑷ 次点交渉権者の有無及び名称 

 ⑸ 委員会の構成人数 

 

10．契約  

優先交渉権者選定後、地方自治法施行令第 167条の２第１項第２号の規定による随意契約に係

る協議を行い、協議が整い次第、速やかに手続を行うものとする。なお、その際には、優先交渉

権者に選定された者は改めて見積書を提出するものとする。  
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11．その他留意事項  

⑴ 参加申込書の提出後に辞退する場合は、辞退届（様式第９号）を提出すること  

⑵ 提案書類の提出期限以降における提案書類の差し替え及び再提出は認めない。  

⑶ 提案書類に虚偽の記載をした場合は、その提案書類を無効とするとともに、競争入札参加

資格者指名停止等の措置を行うことがある。 

⑷ 提出された提案書類は返却しない。また、提出者に無断で提出書類を使用しない。 

⑸ 提案書類の作成、提出及びその説明に係る費用は、提出者の負担とする。 

⑹ 配置予定の管理責任者及び担当者は、原則として 変更できないものとする。なお、やむを

得ない理由により変更する場合には、鳥栖市と協議のうえ決定するものとする。  

⑺ 鳥栖市情報公開条例（平成 12年条例第 40号）に基づく公開請求があった場合は、原則と

して公開の対象文書となる。ただし、事業を営むうえで競争上の地位その他正当な利益を害

するおそれがある場合は部分公開・非公開となる場合があるので、この情報に該当すると考

える部分がある場合には、あらかじめ文書により申し出ること。なお、本プロポーザルの優

先交渉権者選定前において、選定に影響が出るおそれがある情報については選定後の公開と

する。  

 

 


